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１ 都市計画マスタープラン実現・推進の基本的考え方 
 
（１）自治基本条例の趣旨に基づく都市計画マスタープランの推進 
 

 
 
 
 
 
 

 
①情報共有の原則 
 
・まちづくりを進めるために、市民と行政とが互いに必要な情報を共有していきます。 

 
②参加の原則 
 
・まちづくりは、市民の参加の下で進めていきます。市民は、まちづくりの各過程に参加する権利

を有するとともに、主体的にかかわることが求められます。 
 

③協働の原則 
 
・暮らしやすい地域社会の実現を図るために、市民と行政が協力し、互いの特性を発揮しながらま

ちづくりの課題の解決に努めます。 
 

（２）市民、事業者、行政の役割分担と協働の考え方 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
①市民の役割 
 
・本市に在住・在勤・在学する人、町内会・自治会などの地域の団体、まちづくり活動を行う市民

団体等は、まちづくりに関する情報を知ること、まちづくりの計画、執行、評価の過程に参加す

ること、まちづくりに関する意見を表明し、提案すること、まちづくりに関する諸施策のサービ

スを受ける権利があります。 
・さらに、相互に尊重し、責任を持ってまちづくりを担い、次の世代に配慮し、持続可能な地域社

会を築いていくよう努めることなどが求められています。 
・具体的には、マスタープランに掲げられた将来の都市像を実現、推進する主体として、まちづく

りに参加し、地域におけるまちづくりを主体的に担っていくことが期待されています。 
 

②事業者の役割 
 

計計画画のの実実現現・・推推進進方方策策  Ⅰ

平成 17（2005）年４月 1 日に施行された、本市における市政運営の基本的ルールを明らかに

する「自治基本条例」では、第５条で、次の３つの自治運営の基本原則を掲げています。都市計

画マスタープランを実現し、推進していく基本的な考え方もこの条例の考え方に沿って進めま

す。 
 

都市計画マスタープランは、長期的な視点に立った適切な都市計画を行うための指針として、

さらに、区民提案の作成からマスタープランの決定の手続における一連の市民参加の過程を通じ

て、市民と行政が将来の都市像について共有し、まちづくりの目標や道筋に関する共通の理解を

深めることも目的としています。市民と行政とが共につくりあげたマスタープランを実現し、推

進していくために、市民、事業者、市の役割を次のとおり整理します。 
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・市内で活動する事業者は、地域社会を構成する一員としての社会的責任を自覚し、地域社会との

調和を図り、暮らしやすい地域社会の実現に寄与することが求められています。 
・具体的には、マスタープランに掲げられた都市像を実現するために、まちづくりの主体として事

業活動を行うとともに、その事業活動にあたっては、周辺環境への配慮や環境保全・環境改善、

都市施設の整備に対して貢献・協力していくことが期待されています。 
 

③行政の役割 
 
・行政は、マスタープランに従って、都市計画制度を適切に運用するとともに、土地利用の誘導や

都市計画事業等の実施により、計画的なまちづくりを進めます。 
・行政は、都市計画基礎調査等の基礎情報やまちづくりの進ちょく状況等に関する情報提供を行う

ことにより、市民・事業者との情報共有に努めます。 
・市民の意思をまちづくりに適切に反映させるため、マスタープランの計画・実行・評価・改善と

いった、一連の計画運用の仕組みづくりに努めます。 
・都市計画提案制度や地区計画の申出制度等の適切な運用に努め、市民からのまちづくり提案に的

確に応答していきます。 
・市民の自主的なまちづくり活動を尊重し、市民の発意による主体的なまちづくり活動に対する支

援の仕組み等を確立するとともに、市民との協働によるまちづくりの推進を図ります。 
 
２ 都市計画マスタープランの進行管理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜ＰＤＣＡ（計画－実行－評価－改善）サイクル＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

まちづくりは、その目標の実現には、時間を要することから、長期的な見通しに立って取り

組むことが必要です。マスタープランは、おおむね 20 年後の将来の都市像を展望し、目標に至

る基本的方向を明らかにするものです。その実現の過程について進行管理し、その進ちょく状

況を明らかにするとともに、策定後の状況の変化に対して、適切な政策判断が行われる必要が

あります。 
計画（Plan）を、実行に移し（Do）、その結果・成果を評価し（Check）、改善し（Action）、

次の計画（Plan）へとつなげていく、マスタープラン実現・推進の進行管理の仕組みづくりが

求められています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜Plan（計画）＞ 

都市計画マスタープラン策定 
・めざすべき都市像 
・まちづくりの基本的方針 

＜Action（改善）＞ 

都市計画マスタープラン見直し 

＜Check（評価）＞ 

成果・進ちょく状況の把握 
課題の把握（都市計画基礎調査） 

＜Do（実行）＞ 

土地利用の規制・誘導 
・地域地区、地区計画等 
都市計画事業等 
・道路、公園、市街地開発事業等

市民 

参加・実践 

意見 

情報提供 
意見 
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（１）情報共有と計画立案《計画》 
 
①都市計画基礎調査と地理情報システム 
 
・まちづくり、都市計画に関する情報が、的確に把握されるとともに、それが、わかりやすく公表

され、市民と行政とが情報を共有し、まちの課題やあり方を議論できる基盤が必要です。 
・おおむね５年に一度実施される都市計画に関する基礎調査や統計情報等が適切に提供される仕組

みづくりを進めます。 
・市民にとってわかりやすい情報とするために、地理情報システム等の情報技術を活用した地図情

報の提供等の改善を進めていきます。 
・さらに、ホームページを活用した都市計画情報の提供の仕組みづくりを進めていきます。 
 
②地域の実情を踏まえた計画立案 

 
・都市計画は、長期的な見通しに立った、めざすべき都市像を明らかにするとともに、まちづくり

の基本的方向を示すものです。マスタープランの改訂にあたっては、都市計画基礎調査等により

把握された社会経済の動向や都市の変化の情報が的確に把握されるとともに、計画－実行－評価

－改善の過程の中で把握された地域の実情や市民意見を踏まえて行います。 
 

（２）都市計画制度の活用《実行》 
 

①地域地区の見直し、地区計画の策定 
 
・マスタープランに従って、地域の実情を反映させた用途地域等の地域地区の見直しを進めます。 
・地域における住民等の発意による主体的なまちづくり活動を支援し、地域や地区ごとのまちづく

りルールの策定や地区計画等の法定計画の策定を進めます。 
 
②都市計画道路網の見直し 
 
・社会経済情勢の変化やマスタープランに掲げられた将来の都市像等を踏まえて、都市計画道路の

必要性や整備手法等を検討し、都市計画道路網の見直しを進めます。 
 
③土地利用の適切な誘導 
 
・マスタープランの方針を実現するためには、都市計画決定事項のみならず、開発行為や建築行為

といった民間の土地利用を適切に誘導していくことも必要です。そのための、マスタープランの

運用の仕組みを整え、市民・事業者の協力によりマスタープランに従った土地利用の誘導に努め

ます。 
 
（３）事業化に向けた取組《実行》 

 
①行政が主体となる事業 

  
・行政が主体となって進める都市計画事業等については、マスタープランに掲げられたまちづくり

の方針に基づき事業化していくことが必要です。そのために、各局が所管する政策領域別基本計

画との調整を図るとともに、各局が所管する事業計画（プログラム）へ反映していくための庁内

調整に努めます。 
 
②市民と行政が協働して取り組む事業 

 
・まちづくりの方針に掲げられた事項は、行政が主体となって取り組む事業のみならず、市民と行

政が協働して取り組むべきものが示されています。市民参加による地域主体のまちづくりを進め

るため、地域の課題を発見し、解決していく「市民協働の拠点」として区役所が位置づけられて
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いることから、「区民会議」における調査審議やまちづくり活動を主体的に行う市民団体等の実

践を踏まえて、区や地域の課題解決や市民との協働による事業の展開に努めていきます。 
 

③市民が主体となって取り組む事業 
 

・マスタープランに掲げられた将来の都市像の実現のためには、建物の建替更新等をとらえた住環

境の改善や地域緑化、街なみ景観の形成等、市民一人ひとりが取り組むことや、町内会・自治会

等の地域が主体的に取り組むことも必要です。市は、これら市民が主体的に取り組む活動に対し

て、情報提供や技術的な助言等、その活動を側面的に支援していきます。 
 

④国・県・市との相互協力、隣接自治体との連携 
  
・マスタープランを実現するためには、国道や一級河川等の国や県の管理者とも協力していかなけ

ればなりません。さらに、広域的・根幹的都市計画の調整を担う県との相互協力も欠かせません。 
・また、市民生活の実態は市域を越えて広域化していることからも、隣接自治体とも連携・協力し

て、マスタープランの実現に努めていきます。 
 

⑤行財政改革の視点 
 
・自治体を取り巻く行財政環境は依然として厳しい状況であることから、今後の公共公益施設や都

市基盤の整備にあたっては、効率的・効果的な取組や手法へと転換していくことが求められてい

ます。施設・設備の長寿命化の推進、既存ストックの活用と時代要請への対応、効率的で効果的

な整備主体・手法の選択といった視点から、マスタープランを推進していきます。 
 

（４）進ちょく状況の共有《評価》 
 
①マスタープランに基づく、個別具体の都市計画決定や事業化の進ちょく状況の情報提供 

 
・マスタープランに掲げられた将来の都市像を実現するために、地域地区等の土地利用や都市施

設・市街地開発事業等の個別・具体の都市計画決定にあたって、市民の参加により決定していく

一連の過程において、適切な情報の提供を行います。 
・また、都市計画に関する事業についての情報を提供し、市民や地域の意見が反映できる仕組みの

構築に努めていきます。 
 
②市民協働のまちづくりや市民主体のまちづくり活動に関する取組情報の共有 
 
・行政が主体となって取り組むまちづくり事業のみならず、区役所を中心に市民と行政が協働して

取り組んでいく事業や、地域において、市民が主体となって取り組むまちづくり活動に関する情

報も、市民相互で共有できる仕組みを構築し、市内におけるまちづくりの状況を、市民・行政双

方が把握できる情報共有の仕組みづくりを検討します。 
 

（５）都市計画マスタープランの見直し《改善》 
 
①進ちょく状況を把握し、都市計画マスタープランの見直しに反映できる仕組み 

 
・進ちょく状況を市民に情報提供するとともに、その結果や成果を確認し、見直しにつなげること

ができる、進行管理・評価の仕組みの構築を検討します。 
 
②都市計画マスタープランの見直し 

 
・都市計画に関する基礎調査等の結果を踏まえたおおむね５年ごとの定期的な見直しや、社会情勢

の変化に的確に対応した機動的な見直しを進めます。 
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３ 市民・行政との協働のまちづくりの推進 
 
（１）協働のまちづくり・市民主体のまちづくり推進 
 

①区ごとのまちづくり推進 
  
・「区民会議」は、「参加及び協働による区における課題の解決を目的として調査審議する」とさ

れています。都市計画マスタープラン区別構想は、区における重要なまちづくりの方針であるこ

とから、今後のマスタープランの進行管理や見直しなどの段階において、区民会議等に情報提供

を行うなどの取組も考えられます。 
・さらに、各区には、区のまちづくり推進を行政と協働して実践する市民活動があり、区別構想区

民提案の策定にあたって連携を図ってきたことから、今後のマスタープランの実現・推進にあた

っても、各区の実情に応じて、市民と連携して取り組んでいきます。 
 
②地域や地区ごとのまちづくり推進 
 
・マスタープラン区別構想に基づいて、おおむね小・中学校区や町内会・自治会等の区域を単位と

して、「まちづくり推進地域別構想」を策定していくために、地域の住民等の発意に基づいて、

地域主体のまちづくり活動を支援していきます。そのために、地域・地区を単位とした、地域住

民による「まちづくり協議会」等のまちづくり組織の設立を支援していきます。 
 
（２）市民主体のまちづくり活動支援の仕組みづくり 
  
・市民主体のまちづくり活動支援の仕組みづくりに向けて、まちづくり局と区役所とが連携して取

り組んでいきます。 
・住環境や景観、安全といった市民の住み良いまちをつくりたいという意向や相談を受け止め、ま

ちづくりの初動期段階から、住民の発意による地域のまちづくり組織の設立を支援します。 
・さらに、市民主体の「地区まちづくり計画」の策定を支援し、最終的に、地区計画や建築協定、

景観形成地区といった法定計画等の制定や密集住宅市街地における住環境改善などにつなげる、

誘導型、修復型のまちづくりの仕組みづくりに努めます。 
・これら地区におけるまちのルールづくりの活動を支援し、住民の合意によるきめ細かなルールに

基づく、開発行為や建築行為に伴う紛争の未然防止の仕組みづくりをめざします。 
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■市民主体のまちづくり活動支援のイメージ図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）まちづくり提案制度の活用 

 
・都市計画法では、地区計画等の案となるべき事項の申出制度（法第 16 条第３項）や都市計画の

決定等の提案制度（法第 21 条の２～第 21 条の５）が設けられています。これは、市民が行政の

提案に対して単に受け身で意見を述べるだけではなく、より主体的に、積極的に都市計画にかか

わっていくことを可能にするために設けられた制度です。 
・都市計画制度の改革の中で、まちづくりのきっかけを誰がつくるのかというイニシアティブ（発

案）を行政のみならず、住民等が担うことが可能になったという点で画期的なことです。 
・マスタープランを実現、推進するために、行政のみならず地域の住民等が発意し、都市計画の見

直しや地区計画の申出などを積極的に行える環境づくりを進めるとともに、これら地域の住民等

の発意に基づく個別・具体の都市計画の判断及び決定にあたっては、マスタープランに掲げられ

た将来の都市像やまちづくりの基本方針に照らし合わせて行っていきます。 
 
（４）まちづくり推進地域別構想の策定 
 

・本市のマスタープランは、「全体構想」、「区別構想」、「まちづくり推進地域別構想」の三層の構

成とすることとしています。 
・今後は、全体構想・区別構想の進行管理の過程を通じて、さらに、地域・地区における住民等の

発意に基づいて主体的なまちづくり活動を支援し、地域の住民等の合意が得られた地区から、順

次、「まちづくり推進地域別構想」を策定し、マスタープランに追加していきます。 
 

（５）都市計画マスタープラン推進の今後の仕組みづくり 
 
・マスタープランに基づいて、市民・事業者・行政とが協働してまちづくりを進めるために、市民
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の主体的なまちづくり活動の支援等について定める「まちづくり条例」の制定に向けた検討を進

めていきます。 


